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要旨：震災 RC 造建物の耐震性能残存率評価法として，被災度区分判定基準及び既往の研究では，部材の損

傷に基づいた耐震性能低減を評価しているが耐力，変形，減衰性能を一纏めにした低減係数を用いている。

本研究では損傷とこれら 3 要素を分離して考慮した残存耐震性能評価手法の構築を目的とする。まず，既往

の実験結果から曲げ部材とせん断部材の各性能低下を評価した。次に評価した各性能低下を考慮した被災後

フレームモデルを増分解析することで応答スペクトル法に基づく残存耐震性能評価（精算法）を行うが，解

析等を用いない簡略的な略算法を提案し両手法での算定値を比較した結果，精度良く推定することが出来た。 

キーワード：残存耐震性能，地震被害，破壊モ-ド，耐力低下，変形性能，減衰性能

1. はじめに 

 地震で被災した建物の耐震性能を正確に評価するこ

とは適切な復旧計画を立案するために重要である。現状

の被災建物の被災度を判定する基準としては，日本建築

防災協会の被災度区分判定基準 1)で提案されている耐震

性能残存率 R が挙げられる。これは各部材の耐力に損傷

度から決定される耐震性能低減係数 η（表－1）を乗じて

集計することで求められる。耐震性能低減係数 ηは図－

1 に示すようにエネルギー吸収能力の減少割合と定義さ

れている。損傷により低下する部材の性能には，耐力，

変形性能，履歴吸収エネルギーに基づく減衰性能がある

が，耐震性能低減係数 ηではこれらの要素を分離して評

価していない。従って，耐震性能低減係数 ηを被災建物

の等価線形化法や動的地震応答解析に適用しようとし

ても，損傷建物の復元力特性を設定することが出来ない。

そこで，本研究では損傷に基づく耐震性能の低下につい

てこれら 3 性能を後述する ηs，ηd，ηhに分離して評価し，

フレーム解析に基づく残存耐震性能評価を可能とする

ことを目的とする。 

 上記課題解決の基礎検討として，姚・前田らは 1 質点

系モデルを用いて応答スペクトル法に基づく残存耐震

性能評価を行い，モデルの耐力，変形及び減衰性能を一

定量低下させた場合，それぞれの性能低下が架構の耐震

性能残存率 R に及ぼす影響について検討した 2)。 

 本研究では被災建物の残存性能をより的確に評価す

るため，まず，既往の部材実験結果を基に各損傷度にお

ける各種部材の耐力，変形及び減衰性能の低減係数を定

量化する。次に，被災前フレームモデル，及び対象モデ 

ルの構成部材に各性能の低減係数を考慮した被災後フ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レームモデルの増分解析結果（荷重－変形関係）を用い， 

応答スペクトル法による架構の残存耐震性能を算定す

る（精算法）。更に，より実用的な手法として解析を必

要としない評価法（略算法）を提案し，精算法による結

果との比較を通し，その有用性を検討する。 

 

2. 損傷部材の耐力，変形，減衰性能の低減係数の検討 

2.1 既往の実験概要 

本研究で検討した試験体は 1998 年～2012 年に実施さ

れた既往の部材実験 3) ,4) ,5)及び架構実験 6)であり，曲げ部

材 10 体，せん断部材 7 体，計 17 体である。試験体諸元

を表－2 に，荷重－変形関係の包絡線を図－2 に示す。 

2.2 耐力性能低減係数 ηs  

 図－3 は現行の被災度判定基準 1)で採用されている荷

重－変形関係と損傷度の概念図である。本研究では，
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図－1 耐震性能低減係数 ηの概念 
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損傷度 曲げ柱 せん断柱 柱なし壁 柱型付壁 両側柱付壁

Ⅰ 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95

Ⅱ 0.75 0.6 0.6 0.6 0.6

Ⅲ 0.5 0.3 0.3 0.3 0.3

Ⅳ 0.1 0 0 0 0

Ⅴ 0 0 0 0 0

表－1 耐震性能低減係数 η 
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図－3 を参照し，ひび割れ幅ではなく実験による骨格曲

線（図－2）から各部材の損傷度を決定する。ここで、

損傷度Ⅰがひび割れ発生（第一折れ点）時、損傷度Ⅱが

主筋降伏（第二折れ点）時であり最大耐力に達するまで

が損傷度Ⅲである。最大耐力に達した後である損傷度

Ⅳ以降で耐力低下が生じるので，その時の耐力 QdⅣを最

大耐力 Qmaxで除して耐力性能低減係数 ηsを算出する。 

 図－4 に結果を示すが，損傷度Ⅲ以前は耐力低下して

いないため ηs=1.0 となり，損傷度Ⅳで曲げ部材は ηs=0.9

～0.6，せん断部材では ηs=0.8～0.4 であった。 

2.3 変形性能低減係数 ηd 

変形性能低減係数 ηd を算出するに当たり，変形性能

の劣化とは損傷により終局限界変形の低下を指してい

る。そこで，終局変形 δu，最大応答変形 δM 及びエネル

ギーE’の関係から損傷度合いを評価する Park&Ang の損

傷指標 D7) (式(1))に基づいて変形性能低減係数を算定す

る。この算定法は図－5 及び，式(1)～式(5)に示すよう

に損傷指標 D において，終局変形 δu の劣化が繰り返し

載荷によるエネルギー吸収に応じて求まるものとして

考えたものであり，以下に概要を示す。 

 

 

ただし，βは正の定数（曲げ：0.05，せん断：0.15）とす

る。ここで，無被害の部材が図－5 赤点線のように，単

調載荷で δMまで変形した時の D 値を D1とすれば， 

 

 

次に，繰り返し載荷を受けた後，再び δMまで変形した時

の損傷指標 D を D2とすれば， 

 

 

ここで式(3)の損傷状態の部材に対し，エネルギー吸収分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の損傷 E’で終局変形 δuが δ(劣化)へ劣化したものと考え，

単調載荷で δMまで変形した時の D 値を求めると 

 

 

従って，損傷指標 D を用いた終局変形の劣化は式(5) 
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図－2 既往の実験結果 
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   低減係数 ηs 

図－7 減衰性能 
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図－4 耐力性能低減係数 ηs算定結果 
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で算出される。 

 

 

このように，各損傷度における δu(劣化)を算定し，δu で

除して変形性能低減係数 ηdを算定する。 

 変形性能低減係数 ηdの結果を図－6 に示す。限られた

試験体から求めた値ではあるが，曲げ部材は損傷度Ⅰ～

Ⅳの間で 1.0～0.75 程度，せん断部材は 1.0～0.5 程度と

なり，せん断部材の性能低下が著しい。 

2.4 減衰性能低減係数 ηh 

保有耐震性能指標の算出に用いる応答低減率 Fh は等

価粘性減衰定数 heq を用いて算定している。そこで本研

究では応答スペクトル法に準じた残存耐震性能評価を

念頭に置いているため，Fhの算出法に伴い図－7 に示す

ように，減衰性能の低下（減衰性能低減係数 ηh）は各載

荷サイクルの 1回目と複数回目(2もしくは 3サイクル目)

の等価粘性減衰定数 heqを算定し，その比率で評価した。 

図－8，9 に結果を示す。ただし図－8 には参考のため

係数 α＝1/π とした平均等価減衰の値を実線で併記した。

せん断部材は履歴面積がスリップ形状となるため，初

回サイクルに対して複数回サイクル時の履歴面積が大

きく減少する。そのため減衰性能低減係数 ηhは曲げ部材

と比較して，せん断部材が大きく低下する。 

以上より，各性能の低減係数の算定結果を表－3 にま

とめる。ここで，表－3 の値は図－4，6，9 を基に決定

したが，損傷度Ⅰ～Ⅲは実被害において安全性に直接結

びつくことが少ないため算定結果の平均値を採用し，損

傷度Ⅳにおいては安全側を期して，下限値とした。 

 

3. 応答スペクトル法による耐震性能残存率評価法 

3.1 精算法 

本章では，部材に損傷が生じた架構の残存性能評価を

応答スペクトル法に基づいて行うが，図－10 のような被

災前後の荷重－変形関係が必要となる。そこで，対象モ

デルの構成部材に各性能の低減係数（表－3）を考慮し

た被災後フレームモデルの漸増載荷解析結果（荷重-変

形関係）を用い，「耐震性能評価指針」8)で定義される

保有耐震性能指標 αを被災前後の架構に対して算定する。

αの低下割合を式(6)で評価することで，耐力，変形，減

衰性能の低下を分離して考慮した耐震性能残存率 Rの算

定を行う。これを本論文では精算法と呼ぶ。 

 

 

図－10 のように 1 質点系に縮約する際，各部材の性能

低下も縮約する必要がある。漸増載荷解析では耐力性能

の低下を架構全体として直接求めているが，変形性能及

び減衰性能の低下は各部材の応答量を定めないと架構 
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全体への性能低下を求めることが出来ない。そこで本

論文では変形性能残存率 Rdを，終局変形時の各部材の
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図－5 変形性能低減係数 ηd 
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図－6 変形性能低減係数 ηd算定結果 
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図－9 減衰性能低減係数 ηh算定結果 
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実変形 θを重み付け平均する式(7)で算定する。 

 

 

 

また，減衰性能の低下（減衰性能残存率 Rh）も同様に，

各部材の終局時におけるエネルギーE を評価し重み付け

平均する(式(8))。 

 

 

 

3.2 略算法 

 Hao ら 9)の研究により，1 質点系モデルに対して式(6)

を基準地震動の応答スペクトルと荷重-変形関係を数学

的に定式化することで，応答スペクトル法に基づく耐

震性能残存率 R が式(9)で評価出来ることを示した。 

 

 

 

Rs：耐力性能残存率 Rd：変形性能残存率 

Rh：減衰性能残存率 

本研究では式(9)をフレームモデルに対して適用出来

るよう簡略的な手法を提案する。ここで，フレームモ

デルでは図－11や表－4のように各部材の損傷度や耐震

性能が異なるため Rs，Rd，Rh への影響が異なる。そこ

で，以下のように各部材の性能を架構の性能に集約す

る略算法を提案する。 

 耐力性能残存率 Rsは式(10)のように各部材の損傷度か

ら決められる耐力性能低減係数 ηs に対して，各部材の

終局耐力 Qu，Muを重み付け平均し算定する。 

 

 

 

 変形性能残存率 Rd は図－11 のような，同一な破壊モ

ードの部材で構成される単純フレームでは各部材の変

形性能(変形割合)はほぼ同じと考えられるため，式(11)

のように各部材の損傷度から決まる変形性能低減係数ηd

を部材数 n で平均し算定する。 

 

 

 

 減衰性能残存率 Rh は式(8)のエネルギーE を略算的に

求めるが，式(11)と同様，部材種が同じ場合は変形量も

同程度であるため式(12)のように耐力の重み付け平均で

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 例題建物モデルにおける算定例 

(1) 建物モデル及び解析条件 

 検討モデルは，曲げ部材のみで構成される靭性型モデ

ル T1 と，せん断部材のみで構成される脆性型モデル SS1

を用いた。建物モデルを図－11 に諸元を表－4 に示す。

ひび割れ強度 Mcr ，Qcr，及び降伏強度 Mu，Quは部材断

面に基づき，略算式 10)により算出した。精算法の増分

解析では，柱と梁の材端に曲げバネとせん断バネ，中央

に軸バネ（弾性）を持つ線材とした。復元力特性は，曲

げ部材ではトリリニア型モデルを用いて，ひび割れ，

降伏後の剛性低下率を，0.2 及び 0.001 と定めた。一方，

せん断部材は最大耐力後部材角2.0%で耐力0となるよう

に負勾配を定めた。ここで，終局限界変形は，T1 モデル

SS1
b×D クリアスパン 主筋 横補強筋

(mm) (mm) SD345 SD295 Mcr Mu Qcr Qu

側柱 550×550 900 12-D22 2-D10＠150 105 316 107 436

中柱 550×550 900 12-D22 2-D10＠150 123 369 113 455

梁 400×600 5450 6-D22 2-D10＠100 143 428 100 300

せん断（kN）曲げ（kN・m）

T1
b×D クリアスパン 主筋 横補強筋

(mm) (mm) SD345 SD295 Mcr Mu Qcr Qu

側柱 600×600 2450 16-D22 2-D10＠150 138 415 135 404

中柱 600×600 2450 16-D22 2-D10＠150 158 475 132 396

梁 550×550 5400 4-D19 2-D10＠100 65 194 80 240

せん断（kN）曲げ（kN・m）

0 20 40 60 80

Sd(mm)

no damage

damaged

終局点

SS1 

 

0

200

400

600

800

1000

0 20 40 60 80

S
a(

g
al

)

Sd(mm)

no damage

damaged

終局点

 

(9) 

2/h5R4

2/h5RdRh3RdR

sRR
－

－
　　

+

=

∑

∑

∑

∑
=

i ui
M

i
)

ui
M

si
η(

,

i ui
Q

i
)

ui
Q

si
η(

sR　　

n

i di
η

dR

∑
=　　

∑

∑

∑

∑
=

i ui
M

i
)

ui
M

i h
η(

,

i ui
Q

i
)

ui
Q

i h
η(

hR　　

(10) 

(11) 

(12) 

(7) ,

i i
θ

i
)

i
θ

i d
η(

dR
∑

∑
=　　

　・、・　　 θMδQE = (8) ,

i i
E

i
)

i
E

i h
η(

hR
∑

∑
=　　

図－11 建物モデル 

表－4 建物モデル諸元 

図－12 増分解析結果 
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図－10 応答スペクトル法に基づく残存率評価の概念 
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で層間変形角 2.0%時とし，SS1 モデルで 1.0%時とした。 

(2) 算定結果  

 両モデルの算定結果を図－12～14 に示す。図－12 は

精算法で用いる損傷前後の耐力曲線であり、損傷後の終

局変形は損傷前の終局変形に Rd を乗じたものとなる。

図－13 は各部材が持つ建物全体の Rs，Rd，Rh への影響

度を表したものであり，両モデルで略算法は精算法に

ほぼ近い値が得られた。また，図－14 は精算法，略算

法それぞれで評価した Rs，Rd，Rhの値及び耐震性能残存

率 R である。図－13 と同様，精算法と略算法でほぼ近

い値が得られた。 

 

4. 破壊モードが混在する建物への拡張  

4.1 終局変形位置による各性能補正 

 3 章では同一な破壊モードで構成されるモデルについ

て略算法の精度検証を行った。本章では，脆性（せん断）

部材と靭性（曲げ）部材で構成される混在型モデルで検

討を行う。 

 破壊モードが混在する場合，図－15 に示すように精算

法の終局変形は，脆性部材の優位な架構か靭性部材の優

位な架構かで異なる設定となるため，各部材の耐力性能

残存率や変形性能残存率などへの影響が異なる。従って，

3 章の略算法では十分な精度で推定が出来ないため補正

略算法を提案する。 

 脆性型建物（架構の終局変形角 1.0%時）では，架構内

に残されている靭性部材は終局耐力に達することは殆

ど無い。そこで補正略算法（脆性型）では耐震診断基準

10)で採用されている耐力寄与係数 0.7を準用する。また，

変形性能残存率 Rdは安全側を期すため，脆性型建物を構

成するせん断部材の中でも一番大きな被害を受けた部

材の変形性能低減係数 ηsを用いて算定する。 

 靭性型建物（終局変形角 2.0%時）内の，脆性部材は耐

力低下により架構全体への耐力寄与が減少する。また，

腰壁等で周辺の靭性部材より内法スパンが短くなる場

合は大きな変形角となる。そこで，補正略算法（靭性型）

はせん断部材の耐力寄与を 0 とし，変形性能残存率 Rd

は各部材の高さと内法スパンの比を重み付け平均する。 

 ここで，補正略算法及び，精算法を含めた残存率算定

法を表－5 にまとめる。 

4.2 混在型モデルにおける算定例 

(1) 建物モデル及び解析条件 

 検討モデルは，曲げ部材とせん断部材で構成される混

在型建物モデル(図－16)を用いるが，諸元を表－6 に示

す。解析条件は 3 章に示す通りである。 

(2) 算定結果  

 算定結果を図－17，18 に示す。図－17 は損傷前後の

耐力曲線であるが，靭性型，脆性型それぞれの終局変形 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位置を示した。図－18 は精算法と略算法及び補正略算法 

である。略算法は耐力寄与や変形割合の推定において実

際の破壊モードを反映していない部分があるため，精算

法を近似していないが，補正略算法は総じて安全側の評

価となるだけでなく，略算法と比較して概ね精度も良い。 

 

5. まとめ 

 本研究では応答スペクトル法に基づく耐震性能残存

率評価法の実建物適用を目標として，損傷部材における
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図－15 混在型の概念図 

図－13 各性能割合の算定結果 

図－14 各性能の残存率評価結果 
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耐力，変形，減衰性能の低減係数の算定及び，フレーム

モデルへの簡略的な手法の提案を行うことで，以下の知

見が得られた。 

(1) 各損傷度における部材性能の低減係数の算定は，既

往の部材実験結果を用いて耐力，変形，減衰性能の低減

評価を行った。結果として，既往の耐震性能低減係数 η

同様，せん断部材の各性能低下が顕著であった。 

(2) 破壊モードが同一な部材で構成されたフレームモ

デルへの検討では，解析的な手法である精算法と，略算

法でほぼ同じ値を得ることが出来た。 

(3) 曲げ部材とせん断部材で構成される破壊モード混

在モデルでは設定する終局変形位置によって，各部材の

耐力性能残存率 Rs，変形性能残存率 Rd 及び減衰性能残

存率 Rhへの影響が異なるため，補正略算法を提案するこ

とで，概ね精度の良い結果が得られた。 
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図－16 建物モデル（混在型） 

 

 

図－18 各性能の残存率評価結果（混在型） 

表－5 各評価法概要 
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図－17 増分解析結果（混在型） 
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表－6 建物モデル（混在型）諸元 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0 1 2 3 4

各
性
能
の
残
存
率

各性能

Rs Rd Rh RRs Rd Rh R

b×D 主筋 横補強筋

(mm) SD345 SD295 Mcr Mu Qcr Qu

側柱 550×550 12-D22 2-D10＠150 105 316 107 321

中柱 550×550 12-D22 2-D10＠150 123 369 113 455

梁 400×600 6-D22 2-D10＠100 143 428 100 300
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